
 

 

 

※ 下水道事業会計は、下水道使用料などを財源とした独立採算の会計であり、一般の会社の会計方式に 

似た方式を取っています。 

そして内訳は、収益的収支と資本的収支に分けられます。 

 

   
※ 収益的収支とは、下水道関係施設の維持管理などの経営に関するお金のことです。 

 

 

 

 

＜収入＞ 

千円 千円 千円

第１款　下水道事業収益 22,527,787 21,834,424 △ 693,363

　第１項　営業収益 20,025,729 19,758,174 △ 267,555

　第２項　営業外収益 他 2,502,058 2,076,250 △ 425,808

予　算　額 決　算　額区　　分
予算額に比べ
決算額の増減

 
 ※ 営業収益とは、使用者の皆様からの下水道使用料や一般会計からの負担金などのことです。 

 ※ 営業外収益とは、市の一般会計や国、県からの補助金などのことです。 

 

 

 

 

 

 

支払利息

8,371,695

減価償却費

6,494,478

業務費 2,442,576

処理場費 1,438,321

給与費 1,132,461

ポンプ場費 584,463

その他 691,710その他 63,351

一般会計補助金

1,692,656

一般会計負担金

8,192,720

下水道使用料

11,557,573

平成１４年度決算 収益的収支 （単位 千円）

収 入

21,834,424

支 出

21,155,704

消費税及び地方消費税

還付金 328,124



 

＜支出＞ 

千円 千円 千円 千円

第１款　下水道事業費用 21,761,478 21,155,704 8,631 597,143

　第１項　営業費用 13,265,633 12,684,108 8,631 572,894

　第２項　営業外費用 他 8,495,845 8,471,596 0 24,249

予　算　額 決　算　額区　　分 不　用　額翌年度繰越額

 
 ※ 営業費用とは、下水道関係施設の維持管理費と減価償却費（下水道管やポンプ場・処理場の設備などを 

  取得したときの金額を、一時に全額計上するのではなく、その使用に耐える年数で割り、その額を毎年計上 

  していく費用）などのことです。 

 ※ 営業外費用とは、建設するときに借りたお金の支払い利息などのことです。 

 

 

 
※ 資本的収支とは、施設の建設に関するお金のことです。その内訳は、①建設財源である企業債、国庫補

助金、②施設の建設費や改良費、③建設時に借り入れた企業債の償還金などです。 

 

 

 
 

＜収入＞ 

千円 千円 千円

第１款　資本的収入 33,777,955 23,382,367 △ 10,395,588

　第１項　企業債 25,224,300 16,752,895 △ 8,471,405

　第２項　補助金 7,109,242 4,684,847 △ 2,424,395

　第３項　負担金 他 1,444,413 1,944,625 500,212

予　算　額 決　算　額区　　分
予算額に比べ
決算額の増減

 

建設改良費

21,888,998

企業債償還金等

6,563,349

固定資産購入費

841,038

その他 448,281

補てん財源

6,359,299

その他 469,851

負担金 1,474,774

国庫補助金

4,684,847

企 業 債

16,752,895

平成１４年度決算 資本的収支 （単位 千円）

収 入

23,382,367

支 出

29,741,666



 

 ※ 企業債とは、施設の建設・改良等のために借りたお金のことです。 

 ※ 補助金とは、国から交付されるお金のことです。 

 

 

＜支出＞ 

千円 千円 千円 千円

第１款　資本的支出 41,697,471 29,741,666 8,138,605 3,817,200

　第１項　建設改良費 33,263,380 21,888,998 8,138,605 3,235,777

　第２項　固定資産購入費 1,037,743 841,038 0 196,705

　第３項　償還金 他 7,396,348 7,011,630 0 384,718

予　算　額 決　算　額区　　分 不　用　額翌年度繰越額

 
 ※ 建設改良費とは、下水道施設（下水道管、ポンプ場施設、処理場施設）の建設や改良・更新にかかる費 

  用のことです。 

 ※ 固定資産購入費とは、事業上必要な固定資産（土地や自動車、器具、電話加入権や施設の利用権など） 

  の購入費用のことです。 

 ※ 償還金とは、企業債の返済金のことです。 

 

 

 
 

 

 下水道は、快適で衛生的な生活環境への改善、雨水排除による浸水の防除及び公共用水域の水

質の保全のため、欠かせない都市の重要な基盤施設であることから、下水道整備を「最重要施策」の

一つとして位置づけ、新５か年計画に沿って整備を推進してまいりました。 

  

この結果、平成 14 年度末の人口普及率は 90.1 パーセントとなり、前年度に比べますと、2.3 ポイント

の上昇となりました。 

 

 事業実績としましては、平成 14 年度末の事業認可面積 13,067 へクタールのうち、11,051 ヘクタール

が整備済となり、行政区域内人口 905,206 人に対し、整備区域内人口 815,936 人で、このうち下水道

接続人口は 772,039 人となりましたので、接続率は 94.6 パーセントとなりました。 

 

  

 
▼下水道管工事費 179 億 9,611 万円 

   ○中央雨水１号貯留幹線の建設 （中央区長洲 1 丁目地内他 ・ 施工中） 

   ○中央雨水幹線長洲立坑の建設 （中央区長洲１丁目地内） 

   ○宮崎雨水貯留幹線の建設 （中央区宮崎町地内他 ・ 施工中） 

   ○桜木汚水９号幹線の建設 （若葉区坂月町～高根町地内他）など 

  （※ その他、各地区の面的整備を推進し、合計 430 ヘクタールを整備しました。） 

 

▼ポンプ場工事費 14 億 8,585 万円 

   ○検見川雨水ポンプ場の建設 （施工中） 

   ○幸ポンプ場沈砂池機械設備の更新 

   ○幸ポンプ場，黒砂ポンプ場等の運転操作設備の更新 

   ○ひび野ポンプ場沈砂池機械設備の更新など 



 

▼処理場工事費 19 億 7,241 万円 

   ○南部浄化センター水処理施設土木工事 （高度処理施設 ・ 施工中） 

   ○    〃      沈砂池機械室脱臭設備の建設 

   ○    〃      沈砂池低圧配電盤の更新など 

 

今後とも、普及率の向上や雨水対策など下水道の整備を積極的に推進するとともに、施設の適切

な維持管理を図り、事業経営の効率化に努めてまいります。 

 

 

 

※ なお、さらに詳しい情報をご覧になりたい方は、中央コミュニティセンター２階、市政情報室で資料

の閲覧が可能ですのでご利用ください。 

 


